
１ 全国許可業者数

� 前年同月比

平成２２年３月末（２１年度末）現在の建設業許可

業者数＊１は５１３，１９６業者で，前年同月比４，０２２業者

（０．８％）の増加となった。

許可業者数が増加した背景には，平成２１年度の

失効件数が少なかったことがある。廃業届を提出

しなかった業者については更新期にまとめて許可

を失効させる処理を行っているため，更新期を迎

える業者数が少ない年度は失効件数も少ない。建

設業法改正（平成６年１２月施行）で許可の有効期

間が３年から５年に延長されたことにより，更新

期を迎える業者が集中する３か年度と少ない２か

年度が交互に現れ，その件数の差が極めて大きい

状況となっている。平成２１年度に更新期を迎えた

のは法改正以降に許可を取得した業者に限られた

ため，失効件数が少なくなり，許可業者数の増加

の要因になったものと考えられる。

� ピーク時との比較

建設業許可業者数が最も多かった平成１２年３月

末時点の数と比較した事業者数の減少は▲８７，７８４

建設業許可業者数調査の結果について
―建設業許可業者の現況
（平成２２年３月末現在）―

国土交通省総合政策局建設業課

図―１
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業者（▲１４．６％）となった。

� 平成２１年度における新規許可・廃業等の状

況

� 新規許可

平成２１年度中に新規に建設業許可を取得した事

業者は２０，１９２業者で，前年度比１，２９０業者（６．８

％）の増加となった（図―２）。

� 廃業等

平成２１年度中に建設業許可が失効した事業者は

１６，１７０業者で，前年度比▲１，０８６業者（▲６．３％）

の減少となった。内訳としては，建設業を廃業し

た旨の届出を行った事業者が１０，１０６業者（前年度

比▲１５２業者（▲１．５％）の減少），許可の更新手

続きを行わないことにより許可が失効した事業者

が６，０６４業者（前年度比▲９３４業者（▲１３．３％）の

減少）となっている（図―２）。

都道府県別許可業者数

都道府県別許可業者数は，東京都（４７，４９６業

者。全体の９．３％），大阪府（３９，３７８業者。全体の

７．７％），神奈川県（２８，６０８業者。全体の５．６％）

で多く，鳥取県（２，４２５業者。全体の０．５％），島

根県（３，２７６業者。全体の０．６％），高知県（３，３４８

業者。全体の０．７％）で少ない（図―３）。

一般・特定別許可業者数

� 一般建設業の状況

� 前年同月比

一般建設業の許可を取得している事業者は

４９０，８９５業者で，前年同月比では４，４２９業者（０．９

％）の増加となった（図―４）。

� ピーク時との比較

一般建設業許可業者数が最も多かった平成１２年

３月末時点の数と比較したところ，一般建設業の

許可を取得している事業者の数は▲８６，８１４業者

（▲１５．０％）の減少となっている（図―４）。

（注） 許可業者数については各年度末（３月末時点）の数，新規業者数，廃業等業者数については各年度の数を表す。

図―２ 許可業者数・新規および廃業等業者数の推移
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図―３ 都道府県別許可業者数

図―４ 一般建設業許可業者数の推移

（注） 一般建設業許可業者数と特定建設業者許可業者数の和が建設業許可業者の総数と一致しないのは，例えば電気工事業について
は一般建設業，建築工事業については特定建設業と，一般と特定の両方の許可を取得している業者の数が重複して計上されて
いるからである。

図―５ 特定建設業許可業者数の推移
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� 特定建設業の状況

� 前年同月比

特定建設業の許可を取得している事業者は

４６，６６１業者で，前年同月比では▲７７３業者（▲１．６

％）の減少となった（図―５）。

� ピーク時との比較

特定建設業許可業者数が最も多かった平成１７年

３月末時点の数と比較したところでは，特定建設

業の許可を取得している事業者の数は▲４，５１５業

者（▲８．８％）の減少となっている（図―５）。

業種別許可業者数

� 業種別許可の総数

建設業の許可は，土木，建築等の２８の業種区分

が設けられている。平成２２年３月末現在における

業種別許可の総数は１，４４５，５０１で，前年同月比１．２

％の増加となった。

� 業種別許可業者数

平成２２年３月末現在において，許可を取得して

いる事業者の数が多い業種は，

� 建築工事業（１８４，８４９業者（全体の３６．０％）

が取得）

� とび・土工工事業（１６３，９９３業者（全体の

３２．０％）が取得）

� 土木工事業（１４９，０２０業者（全体の２９．０％）

が取得）

となっており，一方，取得している事業者の数が

少ない業種は，

� 清掃施設工事業（５９２業者（全体の０．１％）が

取得）

� さく井工事業（２，８９９業者（全体の０．６％）が

取得）

� 熱絶縁工事業（１１，３０９業者（全体の２．２％）

が取得）

となっている（図―６）。

� 前年同月比

前年同月に比べて取得業者数が増加した許可業

種は２２業種となっており，増加率は熱絶縁工事業

が６．３％と最も高く，以下，鉄筋工事業（５．７％），

ガラス工事業（５．２％）が続く。

また，前年同月に比べて取得業者数が減少した

許可業種は６業種となっており，減少率は清掃施

設工事業が▲２．６％と最も高く，以下，造園工事

業（▲２．３％），さく井工事業（▲１．４％）が続く

（表―１，２）。

図―６ 建設業許可業者における業種別許可
の取得率
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� 取得業種数別業者数

１業種のみの許可を受けている事業者は

２６３，７７４業者（全体の５１．４％）で，複数業種の許

可を受けている事業者は２４９，４２２業者（全体の

４８．６％）であった。複数業種の許可を受けている

業者の割合は，前年同月比▲０．１ポイント減少し

た。

資本金階層別業者数

� 平成２２年３月末現在の状況

建設業許可業者数を１２の資本金階層別にみる

と，「資本金の額が１，０００万円以上２，０００万円未満

の法人」が２５．１％と最も多く，以下，「資本金の

額が３００万円以上５００万円未満の法人（２４．０％）」

「個人（２１．０％）」と続く。

個人および資本金の額が３億円＊２未満の法人の

数は５１０，２１７業者となっており，建設業許可業者

数全体の９９．４％を占めている（表―３）。

� 前年同月比

前年同月比では，個人および資本金の額が１，０００

万円未満の法人が増加傾向，資本金の額が１，０００

万円以上の法人が減少傾向にある（表―４）。

� ピーク時との比較

建設業許可業者数が最も多かった平成１２年３月

末時点の数と比較したところでは，「個人：▲

５０，３０７業者（▲３１．８％）」「資本金の額が１，０００万

円以上２，０００万円未満の法人：▲３６，９３７業者（▲

表―１ 業者数が増加した許可業種

許可業種 前年同月比

熱 絶 縁 ６．３％（ ６６６業者）
鉄 筋 ５．７％（ ７３０業者）
ガ ラ ス ５．２％（ ６５７業者）
防 水 ４．９％（１，０８１業者）
板 金 ４．８％（ ８２１業者）
左 官 ３．８％（ ６９０業者）

タイル・れんが・ブロック ３．７％（１，２０８業者）
屋 根 ３．６％（１，２３６業者）
建 具 ３．５％（ ７９９業者）
内装仕上 ３．４％（２，１９４業者）
機械器具設置 ３．３％（ ６２２業者）
電気通信 ３．２％（ ４０５業者）
塗 装 ３．０％（１，４２８業者）
大 工 ２．９％（１，８４９業者）
電 気 ２．５％（１，３１５業者）
鋼構造物 １．８％（１，１９９業者）
消防施設 １．２％（ １８７業者）
石 １．２％（ ６７８業者）

とび・土工 ０．８％（１，２６９業者）
しゅんせつ ０．８％（ ３２５業者）
管 ０．５％（ ４６６業者）

建 築 ０．１％（ １３１業者）

表―２ 業者数が減少した許可業種

許可業種 前年同月比

清掃施設 ▲２．６％（ ▲１６業者）
造 園 ▲２．３％（ ▲７１９業者）
さ く 井 ▲１．４％（ ▲４２業者）
土 木 ▲１．１％（▲１，６４４業者）
水道施設 ▲０．４％（ ▲３４２業者）
ほ 装 ▲０．２％（ ▲２０８業者）

表―３ 資本金階層別の許可業者数，構成比，累積構成比

資本金階層の別 許可業者数 構成比 累積構成比

�個人 １０７，９２０ ２１．０％ ２１．０％
�資本金の額が２００万円未満の法人 ４，６２４ ０．９％ ２１．９％
�資本金の額が２００万円以上３００万円未満の法人 １，１２７ ０．２％ ２２．１％
�資本金の額が３００万円以上５００万円未満の法人 １２３，０５１ ２４．０％ ４６．１％
�資本金の額が５００万円以上１，０００万円未満の法人 ６６，６５７ １３．０％ ５９．１％
�資本金の額が１，０００万円以上２，０００万円未満の法人 １２９，０３２ ２５．１％ ８４．２％
�資本金の額が２，０００万円以上５，０００万円未満の法人 ６３，６０１ １２．４％ ９６．６％
�資本金の額が５，０００万円以上１億円未満の法人 １１，２９６ ２．２％ ９８．８％
	資本金の額が１億円以上３億円未満の法人 ２，９０９ ０．６％ ９９．４％

資本金の額が３億円以上１０億円未満の法人 １，５０９ ０．３％ ９９．７％
�資本金の額が１０億円以上１００億円未満の法人 １，０８６ ０．２％ ９９．９％
�資本金の額が１００億円以上の法人 ３８４ ０．１％ １００．０％
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２２．３％）」の階層で，業者数の減少が顕著となっ

ている（表―５）。

兼業業者数

建設業以外の営業を行っているいわゆる兼業業

者は１２７，３８７業者で，前年同月比１，５６０業者（１．２

％）増加し，兼業業者が全体に占める割合は２４．８

％となり，前年同月比で０．１ポイント上昇した。

大臣許可業者・知事許可業者別では，兼業業者

は，大臣許可業者が６，７１５業者（兼業率６８．７％），

知事許可業者が１２０，６７２業者（同２４．０％）となっ

ており，兼業率は大臣許可業者が圧倒的に高い。

また，一般建設業と特定建設業の別では，兼業

業者は，一般建設業が１１７，１８０業者（兼業率２３．９

％），特定建設業が２０，３２７業者（同４３．６％）とな

っており，兼業率は特定建設業の方が高い。

＊１ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項

の規定による建設業の許可を受けて建設業を営む者

の数。二以上の都道府県の区域内に営業所を設けて

建設業の営業を行う場合は国土交通大臣の許可を，

一の都道府県の区域内にのみ営業所を設けて建設業

の営業を行う場合は当該都道府県知事の許可を取得

する。

＊２ 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）では，

建設業を主たる事業として営む者について，資本金

の額が３億円以下の会社ならびに常時使用する従業

員の数が３００人以下の会社および個人を中小企業者

としている。

表―４ 資本金階層別の許可業者数，前年同月比

資本金階層の別 許可業者数（２２年３月末） 前年同月比

�個人 １０７，９２０ １，８５２（ １．７％）
�資本金の額が２００万円未満の法人 ４，６２４ １，１１３（３１．７％）
�資本金の額が２００万円以上３００万円未満の法人 １，１２７ ３０２（３６．６％）
�資本金の額が３００万円以上５００万円未満の法人 １２３，０５１ ７１３（ ０．６％）
�資本金の額が５００万円以上１，０００万円未満の法人 ６６，６５７ １，８１０（ ２．８％）
�資本金の額が１，０００万円以上２，０００万円未満の法人 １２９，０３２ ▲１，１７３（▲０．９％）
�資本金の額が２，０００万円以上５，０００万円未満の法人 ６３，６０１ ▲５１７（▲０．８％）
�資本金の額が５，０００万円以上１億円未満の法人 １１，２９６ ６８（ ０．６％）
	資本金の額が１億円以上３億円未満の法人 ２，９０９ ▲３１（▲１．１％）

資本金の額が３億円以上１０億円未満の法人 １，５０９ ▲７４（▲４．７％）
�資本金の額が１０億円以上１００億円未満の法人 １，０８６ ▲３０（▲２．７％）
�資本金の額が１００億円以上の法人 ３８４ ▲１１（▲２．８％）

合 計 ５１３，１９６ ４，０２２（ ０．８％）

表―５ 資本金階層別の許可業者数：ピーク時（H１２年３月末時点）との比較

資本金階層の別 許可業者数（２２年３月末） １２年３月末時点との比較

�個人 １０７，９２０ ▲５０，３０７（▲３１．８％）
�資本金の額が２００万円未満の法人 ４，６２４ ３，８９９（５３７．８％）
�資本金の額が２００万円以上３００万円未満の法人 １，１２７ ８６０（３２２．１％）
�資本金の額が３００万円以上５００万円未満の法人 １２３，０５１ ▲８，０３３（ ▲６．１％）
�資本金の額が５００万円以上１，０００万円未満の法人 ６６，６５７ ２，４６５（ ３．８％）
�資本金の額が１，０００万円以上２，０００万円未満の法人 １２９，０３２ ▲３６，９３７（▲２２．３％）
�資本金の額が２，０００万円以上５，０００万円未満の法人 ６３，６０１ ▲３６１（ ▲０．６％）
�資本金の額が５，０００万円以上１億円未満の法人 １１，２９６ １，１６６（ １１．５％）
	資本金の額が１億円以上１０億円未満の法人 ４，４１８ ▲３７８（ ▲７．９％）

資本金の額が１０億円以上の法人 １，４７０ ▲１５８（ ▲９．７％）

合 計 ５１３，１９６ ▲８７，７８４（▲１４．６％）
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